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１ 監査の対象  

  会計課に係る財務に関する事務の執行状態並びに事業の管理状態について監査

を実施。 

 

 

２ 監査基準日・監査の範囲  

  平成２２年２月２８日現在の財務及び事務に関すること 

 

 

３ 監査の実施日 

平成２２年３月１９日 午後１時３０分から 

 
 
４ 監査の方法 

監査の対象となった一般会計の下記項目について、会計課から提出された資料に

基づき説明聴取を行うとともに、関係帳簿、証憑書類の突合及び計算突合等により

関係諸記録を相互に付き合わせ、その記録又は計算の成否を確かめた。 

 １「平成２０年度定期監査指摘要望事項についての取組み状況について」 

２「職員の事務分掌表」 

３「主要事務事業の概要」 

４「懸案事項及び業務に関する問題点」 

５「指定事項調書」 

① 笛吹市財務規則第２２３条による各課等の会計事務の検査結果につい

て 

② 笛吹市財務規則第２２４条による指定金融機関等の検査結果について 

③ 笛吹市ペイオフ対策検討委員会設置要綱に基づく委員会の開催状況に

ついて 

 

 

５ 監査の着眼点 

  監査にあたり次の点に着眼し監査を行った。 

・ 事務事業が法、条例規則等に則り適正に行われているか。 

・ 住民サービス向上の観点から、現行の事務事業が適正なものか否か。 

・ 現金出納が適正に行われているか。 
 

 

６ 監査の結果 

  事務・事業の執行状況 

   会計課に係る主な事務事業の執行については、良好であると認められる。 

   なお、監査において気がついた点を後述するので、今後適切な措置を講じられ

たい。 

 

 

７ 指摘・要望事項 
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会計課 事務

事業 
金融機関財務力評価については、各専門機関等からの情報を随

時得ながら、安心安全な資金管理・運用に努めること。 

 
 
８ 前年度定期監査指摘要望事項に対する対応措置について 

  平成２０年度定期監査において指摘された事項については、以下のとおりその対

応措置が示された。 
 

《指摘要望事項①》 

  支出命令書の決裁日が記載されてないものが多く見受けられる、審査、指導を徹底すること。 

《現状及び今後の方針》 

  支出命令書の決裁日の記入については、本来最終決裁者が記入するか、起票者が決裁を受け

た時点で決裁日を記入するべきものであります。平成 21 年度については、平成 22 年 1 月から

課長以上の決裁印鑑が（日付入り）変わり、これにより課長以上のそれぞれ決裁日も最終決裁

者の決裁日も決裁欄で確認出来るようになりました。決裁日と添付証憑書類等との整合関係に

ついては、以前と同様審査、指導をして行きます。 

 

 

９ 指定事項の回答について 

  本監査において、監査委員が指定した事項（指定事項調書）については、その現

状及び今後の方針が以下のとおり回答された。 
 

《指定事項①》 

  笛吹市財務規則第２２３条による各課等の会計事務の検査結果について 

《現状及び今後の方針》 

  未精算となっている概算払い及び資金前渡金の管理状況、各支所の窓口におけるつり銭検査

の実施。（検査結果資料による管理状況、保管状況について、適正に処理されている旨の説明） 

《指定事項②》 

  笛吹市財務規則第２２４条による指定金融機関等の検査結果について 

《現状及び今後の方針》 

  平成 22 年 2 月 5・10・22 日に法令及び財務規則の規定に基づき市指定金融機関及び収納代理

金融機関における公金の収納及び支払事務の検査を実施しましたところ、公金の取り扱い事務

については、適切に処理されておりました。 

《指定事項③》 

  笛吹市ペイオフ対策検討委員会設置要綱に基づく委員会の開催状況について 

《現状及び今後の方針》 

  「笛吹市ペイオフ対策検討委員会設置要綱」の第 5 条において、委員会は会長である会計管

理者が招集するとあります。現在、会計管理者を含め 5 名で構成されており、各委員にはリサ

ーチ会社からの調査結果を持ち回りしながら、要点を説明し、意見を聴取し、その旨を付記し

て市長に報告しております。調査依頼会社は、㈱日本格付研究所、㈱東京商工リサーチの 2 社

で、調査結果の報告は毎年１回行い、平成２１年度については、９月に委員会を開催し、各金

融機関の財務力の評価報告を基に委員会を開催し、公金の安全かつ確実な管理運用についての

協議を行っている。 


